
 

訓令番号 訓     令     名 所  管  名 公 布 年 月 日 

訓令第１号 さいたま市保健所事務専決規程の一部を改正する

訓令 保 健 総 務 課 令和５年３月２２日 

訓令第２号 さいたま市副市長事務分担規程の一部を改正する

訓令 総 務 課 令和５年３月２９日 

訓令第３号 さいたま市立病院事務専決規程の一部を改正する

訓令 病 院 総 務 課 令和５年３月２９日 

訓令第４号 さいたま市事務専決規程の一部を改正する訓令 総 務 課 令和５年３月３１日 

訓令第５号 さいたま市消防局事務専決規程の一部を改正する

訓令 消 防 企 画 課 令和５年３月３１日 

訓令第６号 さいたま市職員安全衛生管理規程の一部を改正す

る訓令 職 員 課 令和５年３月３１日 

訓令第７号 さいたま市職員の勤務時間等に関する規程の一部

を改正する訓令 人 事 課 令和５年５月１日 



 

 

さいたま市訓令第１号 

   さいたま市保健所事務専決規程の一部を改正する訓令 

 さいたま市保健所事務専決規程（平成１４年さいたま市訓令第５号）の一部を次の

ように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （専決事項）  （専決事項） 

第１０条 保健所長及び課長（保健所管理課長に限

る。）の共通専決事項は、さいたま市事務専決規

程（平成１５年さいたま市訓令第８号）別表第２

共通専決事項の表の規定を準用する。この場合に

おいて、同表中「部長」とあるのは「保健所長」

と、「部に属する」とあるのは「保健所に属する

」と読み替えるものとする。 

第１０条 保健所長及び課長（保健総務課長に限る。

）の共通専決事項は、さいたま市事務専決規程（ 

平成１５年さいたま市訓令第８号）別表第２共通 

専決事項の表の規定を準用する。この場合におい 

て、同表中「部長」とあるのは「保健所長」と、 

「部に属する」とあるのは「保健所に属する」と 

読み替えるものとする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 課長の個別専決事項は、次のとおりとする。た 

だし、保健所管理課長の個別専決事項は、第１２ 

号に掲げる事項とする。 

３ 課長の個別専決事項は、次のとおりとする。た 

だし、保健総務課長の個別専決事項は、第１２号 

に掲げる事項とする。 

⑴～⒂ ［略］ 

 

⑴～⒂ ［略］ 

   附 則 

 この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 



 

 

さいたま市訓令第２号 

   さいたま市副市長事務分担規程の一部を改正する訓令 

 さいたま市副市長事務分担規程（平成２５年さいたま市訓令第４号）の一部を次の

ように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（分担事務等） （分担事務等） 

第２条 副市長の分担する事務は、次のとおりとす

る。 

第２条 副市長の分担する事務は、次のとおりとす

る。 

副市長 担任事務 

 ［略］ 

髙橋篤 都市戦略本部に関する事務（行財政

改革推進部及び未来都市推進部に関

する事務を除く。）、財政局、スポ

ーツ文化局、保健衛生局、福祉局、

子ども未来局及び出納室に関する事

務並びに固定資産評価審査委員会と

の連絡調整に関する事務 

 ［略］ 
 

副市長 担任事務 

 ［略］ 

髙橋篤 都市戦略本部に関する事務（行財政

改革推進部及び未来都市推進部に関

する事務を除く。）、財政局、スポ

ーツ文化局、保健福祉局、子ども未

来局及び出納室に関する事務並びに

固定資産評価審査委員会との連絡調

整に関する事務 

 ［略］ 
 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

  

   附 則 

 この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 



 

 

さいたま市訓令第３号 

   さいたま市立病院事務専決規程の一部を改正する訓令 

 さいたま市立病院事務専決規程（平成１３年さいたま市訓令第１１号）の一部を次

のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （病院経営部長の専決事項）  （病院経営部長の専決事項） 

第１１条 病院経営部長は、次に掲げる事項を専決

することができる。 

第１１条 病院経営部長は、次に掲げる事項を専決

することができる。 

⑴ ［略］ ⑴ ［略］ 

 ⑵ 副理事、次長、参事、課長（課長相当職を含

む。）、調整幹及び参与（以下「副理事等」と

いう。）の病気休暇及び特別休暇を承認するこ

と。 

 ⑵ 副理事、次長、参事及び課長（課長相当職を

含む。）（以下「副理事等」という。）の病気

休暇及び特別休暇を承認すること。 

 ⑶～⑻ ［略］  ⑶～⑻ ［略］ 

 

 （看護部長の専決事項）  （看護部長の専決事項） 

第１４条 看護部長は、次に掲げる事項を専決する

ことができる。 

第１４条 看護部長は、次に掲げる事項を専決する

ことができる。 

⑴ ［略］ ⑴ ［略］ 

 ⑵ 副看護部長（２人以上置かれる場合に限る。

）、看護師長及び調整幹の担当業務を指定する

こと。 

 ⑵ 副看護部長（２人以上置かれる場合に限る。

）及び看護師長の担当業務を指定すること。 

⑶ 副看護部長、看護師長及び調整幹（以下この 

条において「副看護部長等」という。）の病気 

休暇及び特別休暇を承認すること。 

⑶ 副看護部長及び看護師長の病気休暇及び特別 

休暇を承認すること。 

⑷ 副看護部長等の職務専念義務の免除をするこ 

と。 

⑷ 副看護部長及び看護師長の職務専念義務の免 

除をすること。 

⑸ 副看護部長等の勤務時間及び休憩時間の割振 

りをすること。 

⑸ 副看護部長及び看護師長の勤務時間及び休憩 

時間の割振りをすること。 

⑹ 副看護部長等の時間外勤務及び休日勤務の命 

令をすること。 

⑹ 副看護部長及び看護師長の時間外勤務及び休 

日勤務の命令をすること。 

⑺ 副看護部長等の週休日の振替え及び代休日の 

指定をすること。 

⑺ 副看護部長及び看護師長の週休日の振替え及 

び代休日の指定をすること。 

⑻ 副看護部長等の出張の命令及び復命の受理を 

すること。 

⑻ 副看護部長及び看護師長の出張の命令及び復 

命の受理をすること。 



 

 

    

 （看護師長の専決事項）  （看護師長の専決事項） 

第１５条 看護師長は、次に掲げる事項を専決する

ことができる。 

第１５条 看護師長は、次に掲げる事項を専決する

ことができる。 

 ⑴ 副看護師長（２人以上置かれる場合に限る。

）、専門幹及び主幹の担当業務を指定すること。

 ⑴ 副看護師長（２人以上置かれる場合に限る。

）の担当業務を指定すること。 

 ⑵～⑿ ［略］  ⑵～⑿ ［略］ 

  

   附 則 

 この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 



 

 

さいたま市訓令第４号 

   さいたま市事務専決規程の一部を改正する訓令 

 さいたま市事務専決規程（平成１５年さいたま市訓令第８号）の一部を次のように

改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

 ［略］ 

課長 ⑴・⑵ ［略］ 

⑶ 事業所事務分掌規則第３条に規

定する課（北部児童相談所、南部

児童相談所及び東部療育センター

開設準備室を含む。）の長並びに

事業所事務分掌規則別表第１市長

公室の項に規定する東京事務所の

副所長及び第２類事業所の長（大

宮盆栽美術館及び岩槻人形博物館

にあっては、副館長） 

⑷～⑹ ［略］ 
 

 ［略］ 

課長 ⑴・⑵ ［略］ 

⑶ 事業所事務分掌規則第３条に規

定する課（北部児童相談所及び南

部児童相談所を含む。）の長並び

に事業所事務分掌規則別表第１市

長公室の項に規定する東京事務所

の副所長及び第２類事業所の長（

大宮盆栽美術館及び岩槻人形博物

館にあっては、副館長） 

 

⑷～⑹ ［略］ 
 

  

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

共通専決事項 共通専決事項 

 １ ［略］  １ ［略］ 

 ２ 人事・服務  ２ 人事・服務 

専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

１ 病気休暇及び特別休暇（さい

たま市職員の勤務時間、休日及

び休暇に関する条例施行規則（

平成１３年さいたま市規則第２

９号）第２１条第１項第３号及

びさいたま市会計年度任用職員

の勤務時間及び休暇に関する規

則（令和元年さいたま市規則第

５１号）第１１条第１項第３号

を除く。）を承認すること。 

        

専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

１ 病気休暇及び特別休暇（さい

たま市職員の勤務時間、休日及

び休暇に関する条例施行規則（

平成１３年さいたま市規則第２

９号）第２１条第１項第３号及

びさいたま市会計年度任用職員

の勤務時間及び休暇に関する規

則（令和元年さいたま市規則第

５１号）第１１条第１項第３号

を除く。）を承認すること。 

        



 

 

⑴ ［略］     

 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長（局に属する部長相当職を 

  含む。以下同じ。）、局に属 

する課長相当職及び総合調整 

幹 

    ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職、課 

  長（部に属する課長相当職を 

  含む。以下同じ。）及び調整 

  幹 

 ○   

 ⑷ ［略］     

２ 職員（地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２２条

の２第１項に規定する会計年度

任用職員（以下「会計年度任用

職員」という。）を除く。）の

職務専念義務を免除（さいたま

市職員の職務に専念する義務の

特例に関する条例施行規則（平

成１４年さいたま市人事委員会

規則第１６号）第２条第１０号

から第１２号までに限る。）す

ること。 

    

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長、局に属する課長相当職及 

  び総合調整幹 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職、課 

  長及び調整幹 
 ○   

 ⑷ ［略］     
３ 勤務時間及び休憩時間の割振

りをすること。 
    

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長、局に属する課長相当職及 

び総合調整幹 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職、課 

  長及び調整幹 
 ○   

 ⑷ ［略］     
４ 時間外勤務及び休日勤務の命

令をすること。 
    

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長、局に属する課長相当職及 

び総合調整幹 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職、課 

  長及び調整幹 
 ○   

 ⑷ ［略］     

⑴ ［略］     

 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長（局に属する部長相当職を 

  含む。以下同じ。）及び局に 

  属する課長相当職 

 

    ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職及び 

  課長（部に属する課長相当職 

  を含む。以下同じ。） 

 

 ○     

 ⑷ ［略］     

２ 職員（地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２２条

の２第１項に規定する会計年度

任用職員（以下「会計年度任用

職員」という。）を除く。）の

職務専念義務を免除（さいたま

市職員の職務に専念する義務の

特例に関する条例施行規則（平

成１４年さいたま市人事委員会

規則第１６号）第２条第１０号

から第１２号までに限る。）す

ること。 

    

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長及び局に属する課長相当職 

 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職及び 

  課長 
 ○   

 ⑷ ［略］     
３ 勤務時間及び休憩時間の割振

りをすること。 
    

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長及び局に属する課長相当職 

 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職及び 

  課長 
 ○   

 ⑷ ［略］     
４ 時間外勤務及び休日勤務の命

令をすること。 

    

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長及び局に属する課長相当職 

 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職及び 

  課長 
 ○   

 ⑷ ［略］     



 

 

５ 時間外勤務代休時間の指定を     
すること。     

 ⑴ 総合調整幹   ○  
 ⑵ 調整幹  ○   
 ⑶ 前２号に掲げる職員以外の

職員 
○    

６ 週休日の振替え及び代休日の

指定をすること。 
       

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長、局に属する課長相当職及 

び総合調整幹 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職、課 

  長及び調整幹 
 ○   

 ⑷ ［略］     
７ 出張（外国出張及び人材育成

課が主管する派遣研修を除く。

）の命令及び復命の受理をする

こと。 

    

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長、局に属する課長相当職及 

び総合調整幹 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職、課 

  長及び調整幹 
 ○   

 ⑷ ［略］     
８ 外国出張の命令及び復命の受

理をすること。 
    

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長、局に属する課長相当職及 

び総合調整幹 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職、課 

  長及び調整幹 
  ○  

 ⑷ ［略］     
９ ［略］     
１０ 所属職員（専門幹、参与及

び主査以下（係長を除く。）の 

職員に限る。）を配置すること。 

 

 

 

  ○  

１１～１７ ［略］     
 

５ 時間外勤務代休時間の指定を ○    
すること。     
     

     
     
     
６ 週休日の振替え及び代休日の

指定をすること。 
       

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長及び局に属する課長相当職 

 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職及び 

  課長 
 ○   

 ⑷ ［略］     
７ 出張（外国出張及び人材育成

課が主管する派遣研修を除く。

）の命令及び復命の受理をする

こと。 

       

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長及び局に属する課長相当職 

 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職及び 

  課長 
 ○   

 ⑷ ［略］     
８ 外国出張の命令及び復命の受

理をすること。 
    

 ⑴ ［略］     
 ⑵ 局に属する局長相当職、部 

  長及び局に属する課長相当職 

 

  ○  

 ⑶ 部に属する部長相当職及び 

  課長 
  ○  

 ⑷ ［略］     
９ ［略］     
１０ 所属職員（技能職員を除く。 

）（参与及び主査以下（係長を 

除く。）の職員に限る。）を配 

置すること並びに技能職員を配 

置し、及び担当業務を指定する 

こと。 

  ○  

１１～１７ ［略］     
 

  

 ３ 収入事務  ３ 収入事務 

専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市



 

 

長 

１～５ ［略］ 

６ 地方自治法第２３１条の２の

３第１項の規定により、指定納

付受託者を指定すること。 

      

〇 

  

 

長 

１～５ ［略］         

 

 ４～８ ［略］  ４～８ ［略］ 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

  

別表第３（第３条関係） 別表第３（第３条関係） 

個別専決事項 個別専決事項 

 総務局  総務局 

人事部      

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

 ［略］ 

職員課 １・２ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ［略］ 

４ ［略］ 

５ ［略］ 

６ ［略］ 

７ ［略］ 

 

 

   

 ［略］ 
 

人事部      

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

 ［略］ 

職員課 １・２ ［略］ 

３ 平成２３年度における

子ども手当の支給等に関

する特別措置法（平成２

３年法律第１０７号）及

び平成２２年度等におけ

る子ども手当の支給に関

する法律（平成２２年法

律第１９号）に基づき、

子ども手当（水道局、教

育委員会事務局及び消防

局の職員以外の職員に係

るものに限る。）の受給

資格を認定し、その支給

を決定すること。 

４ ［略］ 

５ ［略］ 

６ ［略］ 

７ ［略］ 

８ ［略］ 

 

○ 

   

 ［略］ 
 

 ［略］  ［略］ 

 保健衛生局  保健福祉局 

保健部      

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

保健衛

生総務

課 

１～３ ［略］     

 ［略］ 

保健部      

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

健康増

進課 

 

１～３ ［略］     

 ［略］ 

生活衛

生課 

１・２ ［略］ 

 

    



 

 

生活衛

生課 

１・２ ［略］ 

３ 医薬品、医療機器等の 

 

○ 

   

 品質、有効性及び安全性 

の確保等に関する法律（ 

昭和３５年法律第１４５ 

号）第７２条の５第２項 

の規定による要請をする 

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

    

 ［略］ 
 

 

  

 

 

 

 

 

    

食品・

医薬品

安全課 

１ 医薬品、医療機器等の

品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律(

昭和３５年法律第１４５

号)第７２条の５第２項

の規定による要請をする

こと。 

○    

 ［略］ 
 

  

 福祉部      

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

福祉総

務課 

１ さいたま市浦和ふれあ

い館条例（平成１３年さ

いたま市条例第１４２号

）に基づく利用の許可、

利用の許可の取消し等及

び使用料の還付をするこ

と。 

○    

 ２ さいたま市大宮ふれあ

い福祉センター条例（平

成１３年さいたま市条例

第１４３号）に基づく利

用の許可、利用の許可の

取消し等、使用料の還付

及び開館時間の変更をす

ること。 

○    

 ３ 社会福祉法人の設立、

定款の変更（軽微なもの

を除く。）、解散及び合

併の認可等、運営の改善

命令等、役員の解職等の

勧告、解散命令並びに業

務等の停止命令をするこ

と。 

  ○  

 ４ 社会福祉連携推進法人

の認定及び取消、連携推

進方針の変更の認定、定

款の変更（軽微なものを

除く。）、代表理事の選

定及び解職の認可、役員

  ○  



 

 

の解職の勧告並びに業務

の停止命令をすること。 

 ５ 社会福祉法人及び社会

福祉連携推進法人の定款

の変更（軽微なものに限 

る。）の認可をすること。

 ○   

 ６ さいたま市災害弔慰金

の支給等に関する条例（

平成１３年さいたま市条

例第１４０号）に基づく

災害弔慰金及び災害障害

見舞金の支給並びに災害

援護資金の貸付けを決定

すること。 

○    

 ７ 社会福祉法（昭和２６

年法律第４５号）第５６

条第１項及び第６項（こ

れらの規定を同法第１４

４条の規定において読み

替えて適用する場合を含

む。）の規定による報告

の徴収、検査及び命令を

すること。 

 ○   

生活福

祉課 

１ 生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）に基

づく保護施設の設置等の

認可及び設置の認可の取

消し並びに保護施設の設

備及び運営の改善、その

事業の停止並びに保護施

設の廃止の命令をするこ

と。 

  ○  

 ２ 生活保護法に基づく保

護施設に対する報告の徴

収、立入検査及び管理規

程の変更命令並びに指定

医療機関及び指定介護機

関に対する報告の徴収及

び立入検査をすること。 

 ○   

 ３ 生活困窮者自立支援法

（平成２５年法律第１０

５号）に基づく生活困窮

者就労訓練事業の認定及

び認定の取消しをするこ

と。 

 ○   



 

 

 ４ 生活困窮者自立支援法

に基づく認定生活困窮者

就労訓練事業を行う者又

は認定生活困窮者就労訓

練事業を行っていた者に

対する報告徴収をするこ

と。 

○    

 ５ 社会福祉法第７０条の

規定による報告の徴収、 

検査及び調査をすること。

 ○   

 ６ 社会福祉法に基づく改

善命令及び社会福祉事業

を経営することの制限又

は停止の命令をすること

（他の所管に属するもの

を除く。）。 

  ○  

 ７ 日常生活支援住居施設

に関する厚生労働省令で

定める要件等を定める省

令（令和２年厚生労働省

令第４４号）に基づく日

常生活支援住居施設の認

定、認定の取消し及び認

定の効力の停止をするこ

と。 

  ○  

 ８ さいたま市被保護者等

住居・生活サービス提供

事業の業務の適正化等に

関する条例（令和元年さ

いたま市条例第３５号）

に基づく報告の徴収、検

査、調査、勧告及び勧告

に従うべき旨の命令をす

ること。 

 ○   

 ９ さいたま市被保護者等

住居・生活サービス提供

事業の業務の適正化等に

関する条例に基づく改善

命令及び被保護者等住居

・生活サービス提供事業

を行うことの制限又は停

止の命令をすること。 

  ○  

 １０ さいたま市被保護者

等住居・生活サービス提

供事業の業務の適正化等

に関する条例第４４条の

規定による公表をするこ

と。 

  ○  

監査指

導課 

１ 社会福祉法、老人福祉

法（昭和３８年法律第１

 ○   



 

 

３３号）、児童福祉法（

昭和２２年法律第１６４

号）及び就学前の子ども

に関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関

する法律（平成１８年法

律第７７号）に基づく報 

 告の徴収、検査及び調査 

をすること。 

    

 ２ 障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１

７年法律第１２３号。以

下「障害者総合支援法」

という。）及び児童福祉

法に基づく報告及び文書

その他の物件の提示並び

に指導をすること。 

 ○   

 ３ 障害者総合支援法及び

児童福祉法に基づく報告

及び帳簿書類その他の物

件の提示並びに立入検査

を実施すること。 

 ○   

 ４ 障害者総合支援法及び

児童福祉法に基づく改善

勧告をすること。 

 ○   

 ５ 介護保険法（平成９年

法律第１２３号）に基づ

く報告及び帳簿書類その

他の物件の提示並びに指

導をすること。 

 ○   

 ６ 介護保険法に基づく報

告及び帳簿書類その他の

物件の提示並びに立入検

査を実施すること。 

 ○   

 ７ 介護保険法に基づく改

善勧告をすること。 

 ○   

 ８ 子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５

号）に基づく報告及び文

書その他の物件の提示並

びに指導をすること。 

 〇   

 ９ 子ども・子育て支援法

に基づく報告及び帳簿書

類その他の物件の提示並

びに立入検査を実施する

こと。 

 ○   

 １０ 子ども・子育て支援

法に基づく改善勧告をす

ること。 

 ○   



 

 

障害政

策課 

１ さいたま市総合療育セ

ンターひまわり学園管理

規則（平成１３年さいた

ま市規則第１０３号）に

基づく障害者福祉施設み

のり園の開園時間及び会

議室の利用時間の変更を 

○    

 すること。     

 ２ さいたま市大崎むつみ

の里条例施行規則（平成

１９年さいたま市規則第

６５号）に基づく利用時

間の変更をすること。 

○    

 ３ さいたま市障害者福祉

施設春光園条例施行規則

（平成１３年さいたま市

規則第１０５号）に基づ

く利用時間の変更をする

こと。 

○    

 ４ さいたま市槻の木条例

施行規則（平成１７年さ

いたま市規則第６２号）

に基づく利用時間の変更

をすること。 

○    

 ５ さいたま市みずき園条

例施行規則（平成１３年

さいたま市規則第１０８

号）に基づく利用時間の

変更をすること。 

○    

 ６ さいたま市大砂土障害

者デイサービスセンター

条例施行規則（平成１５

年さいたま市規則第６号

）に基づく利用時間の変

更をすること。 

○    

障害支

援課 

１ 心身障害者地域デイケ

ア施設、生活ホーム及び

地域活動支援センターの

承認及び取消しの決定を

すること。 

 ○   

 ２ 生活サポート事業を行

う団体の登録を決定する

こと。 

○    

 ３ 障害者福祉施設の設立

の認可及びその取消し並

びに施設の廃止又は休止

の承認をすること。 

  ○  

 ４ 精神障害者保健福祉手

帳の交付の決定をするこ

と。 

○    



 

 

 ５ 精神通院医療に係る自

立支援医療費の支給の認

定をすること。 

○    

 ６ 心身障害者扶養共済の

加入等の承認を決定する

こと。 

○    

 ７ 障害者総合支援法及び

児童福祉法に基づく障害

福祉サービス事業者、障

害者支援施設、障害児通

所支援事業者、障害児入

所施設及び相談支援事業

者（以下「障害福祉サー

ビス事業者等」という。

）の指定、登録、廃止及

び取消しをすること。 

 ○   

 ８ 障害者総合支援法及び

児童福祉法に基づく改善

命令をすること。 

 ○   

 ９ 障害福祉サービス事業

者等の変更、休止、再開

及び更新の承認をするこ

と。 

○    

 １０ 自立支援給付に係る

不正利得の徴収職員を任

命すること。 

  ○  

 １１ 児童福祉法に基づく

障害児通所給付費等に係

る不正利得の徴収職員を

任命すること。 

  ○  

国民健

康保険

課 

１ 徴税吏員を任命するこ

と。 

  ○  

２ 公示送達をすること。 ○    

 ３ 予防検診検査料補助金

の支給を決定すること。 

○    

 ４ 特定健康診査手数料の

支給を決定すること。 

○    

 ５ 健康診査手数料の支給

を決定すること。 

○    

 ６ 国民健康保険税の徴収

金に係る不納欠損処分を

すること。 

 ○   

 ７ 国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）

の規定による医療に係る

診療報酬明細書の再審査

を決定すること。 

○    

 ８ 国民健康保険法の規定

による医療に係る柔道整

復施術療養費の支給を決

○    



 

 

定すること。 

 ９ 国民健康保険法の規定

による医療に係る移送費

を決定すること。 

○    

 １０ 国民健康保険法に基

づく第三者行為及び不当 

〇    

 利得を処理すること。     

年金医

療課 

１ 子育て支援医療費、心

身障害者医療費及びひと

り親家庭等医療費の高額

医療費等の返還を決定す

ること。 

○    

 ２ 在日外国人等福祉手当

の支給を決定すること。 

○    

 ３ 後期高齢者医療保険料

の徴収職員を任命するこ

と。 

  ○  

 ４ 公示送達をすること。 ○    

 ５ 換価の猶予を決定する

こと。 

○    

 ６ 不動産等の差押え及び

その解除をすること。 

○    

 ７ 交付要求をすること。 ○    

 ８ 後期高齢者医療保険料

の不納欠損処分をするこ

と。 

 ○   

障害者

更生相

談セン

ター 

１ 身体障害者手帳及び療

育手帳の交付を決定する

こと。 

○    

障害者

総合支

援セン

ター 

１ さいたま市障害者総合

支援センター条例（平成

１８年さいたま市条例第

６９号）に基づく休館日

の変更及び利用時間の変

更をすること。 

○    

 

  

 長寿応

援部 

     

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

高齢福

祉課 

１ さいたま市介護老人保

健施設・老人福祉施設グ

リーンヒルうらわ条例施

行規則（平成１５年さい

たま市規則第６９号。以

○    



 

 

下「グリーンヒルうらわ

条例施行規則」という。

）に基づく利用日及び利 

用時間の変更をすること。

 ２ グリーンヒルうらわ条

例施行規則に基づく書類

の指定をすること。 

○    

 ３ さいたま市老人福祉セ

ンター条例（平成１３年

さいたま市条例第１４６ 

号）に基づく利用の許可、

利用の制限、利用の許可 

の取消し等、使用料の還 

付及び利用時間の変更を 

すること。 

○    

 ４ さいたま市健康福祉セ

ンター西楽園条例（平成

１３年さいたま市条例第

１４７号）に基づく利用

の許可、利用の制限、使

用料の還付及び利用時間

の変更をすること。 

○    

 ５ さいたま市高齢者生き

がい活動センター条例（

平成１８年さいたま市条

例第５０号）に基づく利

用の許可、利用の制限、

利用の許可の取消し及び

開館時間の変更をするこ

と。 

○    

 ６ さいたま市老人憩いの

家条例（平成１３年さい

たま市条例第１５１号）

に基づく同条例に規定す

る施設の利用の許可、利

用の制限、利用の許可の

取消し等及び開館時間の

変更をすること。 

○    

 ７ さいたま市高齢者デイ

サービスセンター条例（

平成１３年さいたま市条

例第１５３号）に基づく

利用時間の変更をするこ

と。 

○    

 ８ さいたま市与野本町デ

イサービスセンター条例

（平成１３年さいたま市

条例第１５４号）に基づ

く利用時間の変更をする

こと。 

○    



 

 

 ９ さいたま市宝来グラウ

ンド・ゴルフ場条例（平

成２９年さいたま市条例

第２６号）に基づく利用

の許可、利用の制限、利

用の許可の取消し等、使

用料の還付及び利用時間

の変更をすること。 

○    

 １０ 重度要介護高齢者紙 ○    

 おむつ支給事業者の登録 

を決定すること。 

    

介護保

険課 

１ 介護老人保健施設の開

設許可及びその取消し並

びに変更許可等をするこ

と。 

  ○  

 ２ 介護保険法に基づく居

宅サービス（介護予防サ 

ービスを含む。）事業者、

地域密着型サービス（地 

域密着型介護予防サービ 

スを含む。）事業者及び 

居宅介護支援（介護予防 

支援を含む。）事業者（ 

第４項において「介護保 

険法に基づくサービス事 

業者等」という。）並び 

に介護保険施設（介護老 

人保健施設を除く。）の 

指定、廃止及び取消しを 

すること。 

 ○   

 ３ 介護保険法に基づく改

善命令をすること。 

 ○   

 ４ 介護保険法に基づくサ

ービス事業者等及び介護

保険施設（介護老人保健

施設を除く。）の変更、

再開、休止及び更新等の

承認をすること。 

○    

 ５ 養護老人ホーム及び特

別養護老人ホームの設置

の認可及びその取消し並

びに施設の廃止又は休止

の承認をすること。 

  ○  

 ６ 養護老人ホーム及び特

別養護老人ホームの施設

の改善勧告、改善命令及

び業務停止命令をするこ

と。 

  ○  

 ７ 公示送達をすること。 ○    



 

 

 ８ 介護保険料の徴収職員

を任命すること。 

  ○  

 

 福祉局  

生活福

祉部 

     

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

福祉総

務課 

１ さいたま市浦和ふれあ

い館条例（平成１３年さ 

○    

 いたま市条例第１４２号 

）に基づく利用の許可、 

利用の許可の取消し等及 

び使用料の還付をするこ 

と。 

    

 ２ さいたま市大宮ふれあ

い福祉センター条例（平

成１３年さいたま市条例

第１４３号）に基づく利

用の許可、利用の許可の

取消し等、使用料の還付

及び開館時間の変更をす

ること。 

○    

 ３ 社会福祉法人の設立、

定款の変更（軽微なもの

を除く。）、解散及び合

併の認可等、運営の改善

命令等、役員の解職等の

勧告、解散命令並びに業

務等の停止命令をするこ

と。 

  ○  

 ４ 社会福祉連携推進法人

の認定及び取消、連携推

進方針の変更の認定、定

款の変更（軽微なものを

除く。）、代表理事の選

定及び解職の認可、役員

の解職の勧告並びに業務

の停止命令をすること。 

  ○  

 ５ 社会福祉法人及び社会

福祉連携推進法人の定款

の変更（軽微なものに限 

る。）の認可をすること。

 ○   

 ６ さいたま市災害弔慰金

の支給等に関する条例（

平成１３年さいたま市条

例第１４０号）に基づく

災害弔慰金及び災害障害

見舞金の支給並びに災害

援護資金の貸付けを決定

○    

 



 

 

すること。 

 ７ 社会福祉法（昭和２６

年法律第４５号）第５６

条第１項及び第６項（こ

れらの規定を同法第１４

４条の規定において読み

替えて適用する場合を含

む。）の規定による報告

の徴収、検査及び命令を

すること。 

 ○   

生活福

祉課 

１ 生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）に基

づく保護施設の設置等の

認可及び設置の認可の取

消し並びに保護施設の設

備及び運営の改善、その

事業の停止並びに保護施

設の廃止の命令をするこ

と。 

  ○  

 ２ 生活保護法に基づく保

護施設に対する報告の徴

収、立入検査及び管理規

程の変更命令並びに指定

医療機関及び指定介護機

関に対する報告の徴収及

び立入検査をすること。 

 ○   

 ３ 生活困窮者自立支援法

（平成２５年法律第１０

５号）に基づく生活困窮

者就労訓練事業の認定及

び認定の取消しをするこ

と。 

 ○   

 ４ 生活困窮者自立支援法

に基づく認定生活困窮者

就労訓練事業を行う者又

は認定生活困窮者就労訓

練事業を行っていた者に

対する報告徴収をするこ

と。 

○    

 ５ 社会福祉法第７０条の

規定による報告の徴収、 

検査及び調査をすること。

 ○   



 

 

 ６ 社会福祉法に基づく改

善命令及び社会福祉事業

を経営することの制限又

は停止の命令をすること

（他の所管に属するもの

を除く。）。 

  ○  

 ７ 日常生活支援住居施設

に関する厚生労働省令で

定める要件等を定める省

令（令和２年厚生労働省

令第４４号）に基づく日

常生活支援住居施設の認

定、認定の取消し及び認

定の効力の停止をするこ

と。 

  ○  

 ８ さいたま市被保護者等

住居・生活サービス提供 

 〇   

 事業の業務の適正化等に 

関する条例（令和元年さ 

いたま市条例第３５号） 

に基づく報告の徴収、検 

査、調査、勧告及び勧告 

に従うべき旨の命令をす 

ること。 

    

 ９ さいたま市被保護者等

住居・生活サービス提供

事業の業務の適正化等に

関する条例に基づく改善

命令及び被保護者等住居

・生活サービス提供事業

を行うことの制限又は停

止の命令をすること。 

  ○  

 １０ さいたま市被保護者

等住居・生活サービス提

供事業の業務の適正化等

に関する条例第４４条の

規定による公表をするこ

と。 

  ○  

監査指

導課 

１ 社会福祉法、老人福祉

法（昭和３８年法律第１

３３号）、児童福祉法（

昭和２２年法律第１６４

号）及び就学前の子ども

に関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関

する法律（平成１８年法

律第７７号）に基づく報

告の徴収、検査及び調査

をすること。 

 ○   



 

 

 ２ 障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１

７年法律第１２３号。以

下「障害者総合支援法」

という。）及び児童福祉

法に基づく報告及び文書

その他の物件の提示並び

に指導をすること。 

 ○   

 ３ 障害者総合支援法及び

児童福祉法に基づく報告

及び帳簿書類その他の物

件の提示並びに立入検査

を実施すること。 

 ○   

 ４ 障害者総合支援法及び

児童福祉法に基づく改善

勧告をすること。 

 ○   

 ５ 介護保険法（平成９年

法律第１２３号）に基づ

く報告及び帳簿書類その

他の物件の提示並びに指

導をすること。 

 ○   

 ６ 介護保険法に基づく報

告及び帳簿書類その他の

物件の提示並びに立入検

査を実施すること。 

 ○   

 ７ 介護保険法に基づく改

善勧告をすること。 

 ○   

 ８ 子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５

号）に基づく報告及び文

書その他の物件の提示並

びに指導をすること。 

 〇   

 ９ 子ども・子育て支援法

に基づく報告及び帳簿書

類その他の物件の提示並

びに立入検査を実施する

こと。 

 ○   

 １０ 子ども・子育て支援

法に基づく改善勧告をす

ること。 

 ○   

国保年

金課 

１ 徴税吏員を任命するこ

と。 

  ○  

 ２ 公示送達をすること。 ○    

 ３ 予防検診検査料補助金

の支給を決定すること。 

○    

 ４ 特定健康診査手数料の

支給を決定すること。 

○    

 ５ 健康診査手数料の支給

を決定すること。 

○    



 

 

 ６ 国民健康保険税の徴収

金に係る不納欠損処分を

すること。 

 ○   

 ７ 国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）

の規定による医療に係る

診療報酬明細書の再審査

を決定すること。 

○    

 ８ 国民健康保険法の規定

による医療に係る柔道整

復施術療養費の支給を決

定すること。 

○    

 ９ 国民健康保険法の規定

による医療に係る移送費

を決定すること。 

○    

 １０ 国民健康保険法に基

づく第三者行為及び不当 

〇    

 利得を処理すること。     

 １１ 在日外国人等福祉手 

当の支給を決定すること。

○    

 １２ 後期高齢者医療保険

料の徴収職員を任命する

こと。 

  ○  

 １３ 後期高齢者医療保険

料の換価の猶予を決定す

ること。 

○    

 １４ 後期高齢者医療保険

料の徴収に係る不動産等

の差押え及びその解除を

すること。 

○    

 １５ 後期高齢者医療保険 

料の交付要求をすること。

○    

 １６ 後期高齢者医療保険

料の徴収金に係る不納欠

損処分をすること。 

 ○   

      

長寿応

援部 

     

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

高齢福

祉課 

１ さいたま市介護老人保

健施設・老人福祉施設グ

リーンヒルうらわ条例施

行規則（平成１５年さい

たま市規則第６９号。以

下「グリーンヒルうらわ

条例施行規則」という。

）に基づく利用日及び利 

○    



 

 

用時間の変更をすること。

 ２ グリーンヒルうらわ条

例施行規則に基づく書類

の指定をすること。 

○    

 ３ さいたま市老人福祉セ

ンター条例（平成１３年

さいたま市条例第１４６ 

号）に基づく利用の許可、

利用の制限、利用の許可 

の取消し等、使用料の還 

付及び利用時間の変更を 

すること。 

○    

 ４ さいたま市健康福祉セ

ンター西楽園条例（平成

１３年さいたま市条例第

１４７号）に基づく利用

の許可、利用の制限、使

用料の還付及び利用時間

の変更をすること。 

○    

 ５ さいたま市高齢者生き

がい活動センター条例（

平成１８年さいたま市条

例第５０号）に基づく利

用の許可、利用の制限、

利用の許可の取消し及び

開館時間の変更をするこ

と。 

○    

 ６ さいたま市老人憩いの

家条例（平成１３年さい

たま市条例第１５１号）

に基づく同条例に規定す

る施設の利用の許可、利

用の制限、利用の許可の

取消し等及び開館時間の

変更をすること。 

○    

 ７ さいたま市高齢者デイ

サービスセンター条例（

平成１３年さいたま市条

例第１５３号）に基づく

利用時間の変更をするこ

と。 

○    

 ８ さいたま市与野本町デ

イサービスセンター条例

（平成１３年さいたま市

条例第１５４号）に基づ

く利用時間の変更をする

こと。 

○    

 ９ さいたま市宝来グラウ

ンド・ゴルフ場条例（平

成２９年さいたま市条例

○    



 

 

第２６号）に基づく利用

の許可、利用の制限、利

用の許可の取消し等、使

用料の還付及び利用時間

の変更をすること。 

 １０ 重度要介護高齢者紙

おむつ支給事業者の登録

を決定すること。 

○    

介護保

険課 

１ 介護老人保健施設の開

設許可及びその取消し並

びに変更許可等をするこ

と。 

  ○  

 ２ 介護保険法に基づく居

宅サービス（介護予防サ 

ービスを含む。）事業者、

地域密着型サービス（地 

 域密着型介護予防サービ

スを含む。）事業者及び

居宅介護支援（介護予防

支援を含む。）事業者（

第４項において「介護保

険法に基づくサービス事

業者等」という。）並び

に介護保険施設（介護老

人保健施設を除く。）の

指定、廃止及び取消しを

すること。 

 ○   

 ３ 介護保険法に基づく改

善命令をすること。 

 ○   

 ４ 介護保険法に基づくサ

ービス事業者等及び介護

保険施設（介護老人保健

施設を除く。）の変更、

再開、休止及び更新等の

承認をすること。 

○    

 ５ 養護老人ホーム及び特

別養護老人ホームの設置

の認可及びその取消し並

びに施設の廃止又は休止

の承認をすること。 

  ○  

 ６ 養護老人ホーム及び特

別養護老人ホームの施設

の改善勧告、改善命令及

び業務停止命令をするこ

と。 

  ○  

 ７ 公示送達をすること。 ○    

 ８ 介護保険料の徴収職員

を任命すること。 

  ○  

      



 

 

障害福

祉部 

     

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

障害政

策課 

１ さいたま市総合療育セ

ンターひまわり学園管理

規則（平成１３年さいた

ま市規則第１０３号）に

基づく障害者福祉施設み

のり園の開園時間及び会

議室の利用時間の変更を

すること。 

○    

 ２ さいたま市大崎むつみ

の里条例施行規則（平成

１９年さいたま市規則第

６５号）に基づく利用時

間の変更をすること。 

○    

 ３ さいたま市障害者福祉

施設春光園条例施行規則

（平成１３年さいたま市

規則第１０５号）に基づ

く利用時間の変更をする

こと。 

○    

 ４ さいたま市槻の木条例

施行規則（平成１７年さ

いたま市規則第６２号）

に基づく利用時間の変更

をすること。 

○    

 ５ さいたま市みずき園条

例施行規則（平成１３年

さいたま市規則第１０８

号）に基づく利用時間の

変更をすること。 

○    

 ６ さいたま市大砂土障害

者デイサービスセンター

条例施行規則（平成１５

年さいたま市規則第６号

）に基づく利用時間の変

更をすること。 

○    

 ７ 心身障害者地域デイケ

ア施設及び地域活動支援

センターの承認及び取消

しの決定をすること。 

 ○   

 ８ 障害者福祉施設の設立

の認可及びその取消し並

びに施設の廃止又は休止

の承認をすること。 

  ○  

 ９ 障害者総合支援法及び

児童福祉法に基づく障害

 ○   



 

 

福祉サービス事業者、障

害者支援施設、障害児通

所支援事業者、障害児入

所施設及び相談支援事業

者（以下「障害福祉サー

ビス事業者等」という。

）の指定、登録、廃止及

び取消しをすること。 

 １０ 障害者総合支援法及

び児童福祉法に基づく改

善命令をすること。 

 ○   

 １１ 障害福祉サービス事

業者等の変更、休止、再

開及び更新の承認をする

こと。 

○    

障害福

祉課 

１ 生活サポート事業を行

う団体の登録を決定する 

○    

 こと。     

 ２ 生活ホームの承認及び 

取消しの決定をすること。

 ○   

 ３ 精神障害者保健福祉手

帳の交付の決定をするこ

と。 

○    

 ４ 精神通院医療に係る自

立支援医療費の支給の認

定をすること。 

○    

 ５ 心身障害者扶養共済の

加入等の承認を決定する

こと。 

○    

 ６ 自立支援給付に係る不

正利得の徴収職員を任命

すること。 

  ○  

 ７ 児童福祉法に基づく障

害児通所給付費等に係る

不正利得の徴収職員を任

命すること。 

  ○  

 ８ 心身障害者医療費の高

額医療費等の返還を決定

すること。 

○    

障害者

更生相

談セン

ター 

１ 身体障害者手帳及び療

育手帳の交付を決定する

こと。 

〇    

障害者

総合支

援セン

ター 

１ さいたま市障害者総合

支援センター条例（平成

１８年さいたま市条例第

６９号）に基づく休館日

の変更及び利用時間の変

更をすること。 

〇    

 

 子ども未来局  子ども未来局 



 

 

子ども

育成部 

     

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

子ども

政策課 

１ さいたま市グリーンラ

イフ猿花キャンプ場条例

（平成１５年さいたま市

条例第７７号）に基づく

利用の許可及び利用の許

可の取消し等をするこ

と。 

○    

 ２ さいたま市児童センタ

ー条例（平成１３年さい

たま市条例第１７７号）

に基づく利用時間の変

更、利用の許可、利用の

許可の取消し等をするこ

と。 

○    

      

子育て

支援課 

１ 母子福祉資金及び父子

福祉資金並びに寡婦福祉

資金の貸付の決定をする

こと。 

○    

 ２ 子育て支援医療費及び

ひとり親家庭等医療費の

高額医療費等の返還を決

定すること。 

○    

 

子ども

育成部 

     

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

子育て

支援政

策課 

１ 母子福祉資金及び父子

福祉資金並びに寡婦福祉

資金の貸付の決定をする

こと。 

○    

  

 

 

 

 

 

 

 

    

青少年

育成課 

１ さいたま市グリーンラ

イフ猿花キャンプ場条例

（平成１５年さいたま市

条例第７７号）に基づく

利用の許可及び利用の許 

可の取消し等をすること。

○    

 ２ さいたま市児童センタ

ー条例（平成１３年さい

たま市条例第１７７号） 

に基づく利用時間の変更、

利用の許可、利用の許可 

の取消し等をすること。 

○    

 ３ さいたま市放課後児童

クラブ条例（平成１３年

さいたま市条例第１７８

号）に基づく開室時間の

変更をすること。 

○    

 

  



 

 

子育て

未来部 

     

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

幼児・

放課後

児童課 

１ 幼児教育に係る助成の 

実施及び決定を行うこと。

○    

      

      

 ２ さいたま市放課後児童

クラブ条例（平成１３年

さいたま市条例第１７８

号）に基づく開室時間の

変更をすること。 

○    

 ［略］ 

保育課      

  

 

    

 １ ［略］     

保育施

設支援

課 

１ 認可外保育施設に係る

助成の実施及び決定を行

うこと。 

○    

 ２ 認可外保育施設に係る 

立入調査を実施すること。

 ○   

 ３ 認可外保育施設の事業

停止及び施設の閉鎖命令

をすること。 

  ○  

 ４ 利用者負担額及び保育

料の徴収職員を任命する

こと。 

  ○  

 ５ 利用者負担額及び保育

料の徴収金に係る不納欠

損処分をすること。 

 ○   

 

幼児未

来部 

     

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

幼児政

策課 

１ 幼児教育及び認可外保

育施設に係る助成の実施

及び決定を行うこと。 

○    

 ２ 認可外保育施設に係る 

立入調査を実施すること。

 ○   

 ３ 認可外保育施設の事業

停止及び施設の閉鎖命令

をすること。 

  ○  

  

 

 

 

 

    

 ［略］ 

保育課 １ 利用者負担額及び保育

料の徴収職員を任命する

こと。 

  〇  

 ２ ［略］     
 

 ［略］  ［略］ 

 環境局  環境局 

環境共

生部 

     

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

環境総

務課 

１～６ ［略］     

環境共

生部 

     

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

環境創

造政策

課 

１～６ ［略］     



 

 

 ７ さいたま市空き地の環

境保全に関する条例（平

成１３年さいたま市条例

第１８８号）に基づく勧

告をすること。 

 ○   

 ８ さいたま市空き地の環

境保全に関する条例に基

づく命令をすること。 

  ○  

 ９ 鳥獣の保護及び管理並

びに狩猟の適正化に関す

る法律（平成１４年法律

第８８号）に基づく有害

鳥獣の捕獲等又は鳥類の

卵の採取等を許可するこ

と。 

 ○   

環境対

策課 

１～１１ ［略］     

 

 

 

    

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

    

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

    

 

  

 

 

 

 

    

      

  

 

 

 

 

 

 

    

環境対

策課 

１～１１ ［略］     

１２ 生活環境保全条例第

３５条の規定による勧告

をすること。 

 ○   

１３ 生活環境保全条例第

１２３条第１項の規定に

よる公表（１２の勧告を

経たものに限る。）をす

ること。 

 ○   

１４ さいたま市空き地の

環境保全に関する条例（

平成１３年さいたま市条

例第１８８号）に基づく

勧告をすること。 

 ○   

１５ さいたま市空き地の

環境保全に関する条例に

基づく命令をすること。 

  ○  

１６ 鳥獣の保護及び管理

並びに狩猟の適正化に関

する法律（平成１４年法

律第８８号）に基づく有

害鳥獣の捕獲等又は鳥類

の卵の採取等を許可する

こと。 

 ○   

 

 ［略］  ［略］ 

 建設局  建設局 

 ［略］  ［略］ 

建築部      

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

建築総

務課 

１～６ ［略］     

７ 建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法

律（平成２７年法律第５

○    

建築部      

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

建築総

務課 

１～６ ［略］     

７ 建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法

律（平成２７年法律第５

 ○   



 

 

３号。以下「建築物省エ

ネ法」という。）による

認定をすること。 

８ ［略］ 

建築行

政課 

１ 建築基準法（昭和２５

年法律第２０１号）に基

づく認定及び許可（第７

条の６及び第１８条第２

４項の規定による認定、

第４３条第２項第１号の

規定による認定及び同項

第２号の規定による許可

並びに第８５条第６項及

び第７項並びに第８７条

の３第６項及び第７項の

規定による許可を除く。

）をすること。 

２～７ ［略］ 

 ○   

住宅政

策課 

１～４ ［略］ 

５ 家賃、敷金及び共益費

の徴収を猶予すること。 

 

○ 

   

 ６～１６ ［略］     

 １７ 高齢者向け優良賃貸

住宅の供給計画の認定及

び変更に関すること。 

 

 ○   

 １８ マンション建替え円 

滑化法の規定による認可、

命令、通知、公告、取消 

し及び承認（同法第１０ 

２条の規定による認定及 

び第１０５条の規定によ 

る許可を除く。）をする 

こと。 

 ○   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

 

 

 

 

    

      

３号。以下「建築物省エ

ネ法」という。）による

認定をすること。 

８ ［略］ 

建築行

政課 

１ 建築基準法（昭和２５

年法律第２０１号）に基

づく認定及び許可（第７

条の６及び第１８条第２

４項の規定による認定、

第４３条第２項第１号の

規定による認定及び同項

第２号の規定による許可

並びに第８５条第５項及

び第６項並びに第８７条

の３第５項及び第６項の

規定による許可を除く。

）をすること。 

２～７ ［略］ 

 ○   

住宅政 

策課 

１～４ ［略］     

５ 家賃及び敷金の徴収を

猶予すること。 

○    

６～１６ ［略］     

１７ 特定優良賃貸住宅、

高齢者向け優良賃貸住宅

の供給計画の認定及び変

更に関すること。 

  ○  

１８ マンション建替え円

滑化法第９条の規定に基

づき、マンション建替組

合の設立について認可す

ること。 

 

 

 

  ○  

１９ マンション建替え円

滑化法第１１条第３項の

規定に基づき、認可を申

請した者に対し事業計画

に必要な修正を加えるべ

きことを命じ、又は意見

書に係る意見を採択すべ

きでない旨の意見書を提 

出した者に通知すること。

  ○  

 ２０ マンション建替え円

滑化法第２５条の規定に

基づき、理事長の届出を

公告し、これを証明する

こと。 

○    

 ２１ マンション建替え円

滑化法第３８条第４項の

  ○  



 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

    

  

 

 

 

 

 

    

  

 

 

 

 

 

    

 １９ ［略］ 

２０ ［略］ 

２１ ［略］ 

    

 ２２ 高齢者の居住の安定

確保に関する法律（平成

１３年法律第２６号。以

下「高齢者住まい法」と

いう。）の規定によるサ

ービス付き高齢者向け住

宅事業に係る登録、登録

の拒否、変更の登録及び

登録の抹消をすること。 

〇    

  

 

 

    

  

 

 

 

 

 

    

  

 

 

    

 ２３ 高齢者住まい法の規

定によるサービス付き高

齢者向け住宅事業に係る

報告の徴収、立入検査及

び指示をすること。 

〇    

規定に基づき、マンショ

ン建替組合の解散につい

て認可すること。 

 ２２ マンション建替え円

滑化法第５７条第１項の

規定に基づき、組合が定

める権利変換計画につい

て認可すること。 

  ○  

 ２３ マンション建替え円

滑化法第９７条第２項の

規定に基づき、組合に対

し、建替事業の施行の促

進を図るため必要な措置

を命令すること。 

  ○  

 ２４ マンション建替え円

滑化法第９８条の規定に

基づき、組合に対する措

置命令、又は設立の認可

若しくは議決等の取消し

に関すること。 

 

  ○  

 ２５ ［略］ 

２６ ［略］ 

２７ ［略］ 

    

 ２８ 高齢者の居住の安定

確保に関する法律（平成

１３年法律第２６号。以

下「高齢者住まい法」と

いう。）第７条第１項の

規定による登録をするこ

と。 

 

 

〇    

 ２９ 高齢者住まい法第８

条第１項の規定による登

録の拒否をすること。 

○    

 ３０ 高齢者住まい法第９

条第３項（第１１条第４

項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。

）の規定による変更の登

録をすること。 

○    

 ３１ 高齢者住まい法第１

３条第１項の規定による

登録の抹消をすること。 

○    

 ３２ 高齢者住まい法第２

４条第１項の規定による

報告の徴収及び立入検査

をすること。 

 

〇    



 

 

  

 

 

    

 ２４ 高齢者住まい法の規

定によるサービス付き高

齢者向け住宅事業に係る 

登録の取消しをすること。

 

 〇   

 ２５ 高齢者住まい法の規

定による終身建物賃貸借

事業に係る認可、変更の

認可、助言、指導、報告

の徴収及び承認をするこ

と。 

〇    

  

 

 

    

  

 

 

    

  

 

 

    

  

 

 

    

 ２６ 高齢者住まい法の規

定による終身建物賃貸借

事業に係る改善命令及び 

認可の取消しをすること。

 〇   

  

 

 

    

 ２７ ［略］ 

２８ ［略］ 

    

 ２９ 住宅確保要配慮者に

対する賃貸住宅の供給の

促進に関する法律（平成

１９年法律第１１２号。

以下「住宅セーフティネ

ット法」という。）の規

定による住宅確保要配慮

者円滑入居賃貸住宅事業 

に係る登録、登録の拒否、

変更の登録、登録の抹消 

をすること。 

〇    

  

 

 

 

    

 ３３ 高齢者住まい法第２

５条の規定による指示を

すること。 

○    

 ３４ 高齢者住まい法第２

６条第１項及び第２項並

びに第２７条第１項の規

定による登録の取消しを

すること。 

 〇   

 ３５ 高齢者住まい法第５

４条の規定による認可を

すること。 

 

 

 

〇    

 ３６ 高齢者住まい法第５

６条の規定による変更の

認可をすること。 

○    

 ３７ 高齢者住まい法第６

５条の規定による助言及

び指導をすること。 

○    

 ３８ 高齢者住まい法第６

６条の規定による報告の

徴収をすること。 

○    

 ３９ 高齢者住まい法第６

７条第３項の規定による

承認をすること。 

○    

 ４０ 高齢者住まい法第６

８条の規定による改善命

令をすること。 

 

 〇   

 ４１ 高齢者住まい法第６

９条第１項の規定による 

認可の取消しをすること。

 ○   

 ４２ ［略］ 

４３ ［略］ 

    

 ４４ 住宅確保要配慮者に

対する賃貸住宅の供給の

促進に関する法律（平成

１９年法律第１１２号。

以下「住宅セーフティネ

ット法」という。）第１

０条第１項の規定による

登録をすること。 

 

 

 

〇    

 ４５ 住宅セーフティネッ

ト法第１１条第１項の規

定による登録の拒否をす

ること。 

○    



 

 

  

 

 

 

    

  

 

 

 

    

 ３０ 住宅セーフティネッ

ト法の規定による住宅要

配慮者円滑入居賃貸住宅

事業に係る報告の徴収及

び指示をすること。 

〇    

  

 

 

    

 ３１ 住宅セーフティネッ

ト法の規定による住宅要

配慮者円滑入居賃貸住宅

事業に係る登録の取消し

をすること。 

 〇   

  

 

 

 

    

 ３２ マンションの管理の

適正化の推進に関する法

律（平成１２年法律第１

４９号。以下「マンショ 

ン管理適正化法」という。

）の規定による管理組合 

の管理者等に対する指導 

及び助言に関すること。 

〇    

 ３３ マンション管理適正

化法の規定による管理組

合の管理者等に対する勧

告に関すること。 

 

 〇   

 ３４ マンション管理適正

化法の規定による管理計

画の認定、変更の認定、

更新の認定及び報告の徴

収をすること。 

○    

 ３５ マンション管理適正

化法の規定による認定管

理者等に対する改善命令

及び管理計画の認定の取

消しをすること。 

 ○   

 

 ４６ 住宅セーフティネッ

ト法第１２条第３項の規

定による変更の登録をす

ること。 

○    

 ４７ 住宅セーフティネッ

ト法第１５条第１項の規

定による登録の抹消をす

ること。 

○    

 ４８ 住宅セーフティネッ

ト法第２２条第１項の規

定による報告の徴収をす

ること。 

 

〇    

 ４９ 住宅セーフティネッ

ト法第２３条の規定によ

る指示をすること。 

○    

 ５０ 住宅セーフティネッ

ト法第２４条第１項及び

第２項の規定による登録

の取消しをすること。 

 

 〇   

 ５１ 住宅確保要配慮者専

用賃貸住宅に係る家賃債

務保証料の助成を決定す

ること。 

○    

 ５２ マンションの管理の

適正化の推進に関する法

律（平成１２年法律第１

４９号）第５条の２第１

項の規定による指導・助

言に関すること。 

 

 

〇    

 ５３ マンションの管理の

適正化の推進に関する法

律第５条の２第２項の規

定による勧告に関するこ

と。 

 〇   

  

 

 

 

 

    

  

 

 

 

 

    

 

 ［略］  ［略］ 

建設事      建設事      



 

 

務所 

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

 ［略］ 

建築指

導課 

１ 建築基準法第７条の６

及び第１８条第２４項の

規定による認定、第４３

条第２項第１号の規定に

よる認定及び同項第２号

の規定による許可並びに

第８５条第６項及び第７

項並びに第８７条の３第

６項及び第７項の規定に

よる許可をすること。 

２～１０ ［略］ 

 ○   

 ［略］ 
 

務所 

課所名 専決事項 課

長 

部

長 

局

長 

副

市

長 

 ［略］ 

建築指

導課 

１ 建築基準法第７条の６

及び第１８条第２４項の

規定による認定、第４３

条第２項第１号の規定に

よる認定及び同項第２号

の規定による許可並びに

第８５条第５項及び第６

項並びに第８７条の３第

５項及び第６項の規定に

よる許可をすること。 

２～１０ ［略］ 

 ○   

 ［略］ 
 

 ［略］  ［略］ 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

  

   附 則 

 この訓令は、令和５年４月１日から施行する。ただし、別表第３建設局建築部建築

行政課の第１項及び同表建設局建設事務所建築指導課の第１項の改正は、公布の日か

ら施行する。 



 

 

さいたま市訓令第５号 

   さいたま市消防局事務専決規程の一部を改正する訓令 

 さいたま市消防局事務専決規程（平成１５年さいたま市訓令第１３号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

個別専決事項 個別専決事項 

［略］ 
 

［略］ 
 

  
予防部   

課名 専決事項 課 

長 

部 

長 

局

長 

 ［略］ 

査察指

導課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１～３８ ［略］ 

３９ 液化石油ガスの規制事

務に係る登録をすること。 

４０ 液化石油ガスの規制事

務に係る届出、報告又は請

求の受理をすること。 

４１ 液化石油ガスの規制事

務に係る命令をすること。 

４２ 液化石油ガスの規制事

務に係る登録の取消し又は

消除をすること。 

４３ 液化石油ガスの規制事

務に係る認定又は認定の更

新をすること。 

４４ 液化石油ガスの規制事

務に係る認可をすること。 

４５ 液化石油ガスの規制事

務に係る認定の取消しをす

ること。 

４６ ［略］ 

４７ ［略］ 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

予防部   

課名 専決事項 課 

長 

部 

長 

局

長 

 ［略］ 

査察指

導課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１～３８ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３９ ［略］ 

４０ ［略］ 

４１ 液化石油ガスの規制事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４８ ［略］ 

４９ 液化石油ガスの規制事

務に係る許可の取消しをす

ること。 

 

 

 

５０ ［略］ 

５１ 液化石油ガスの規制事

務に係る立入検査又は質問

をすること。 

５２ 液化石油ガスの規制事

務に係る通報をすること。 

 

５３ ［略］ 

５４ ［略］ 

５５ ［略］ 

５６ ［略］ 

５７ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

務に係る届出又は報告の受

理をすること。 

４２ ［略］ 

４３ 液化石油ガスの規制事

務に係る命令又は許可の取

消しをすること。 

４４ 液化石油ガスの規制事

務に係る立入検査又は質問

をすること。 

４５ ［略］ 

 

 

 

４６ 液化石油ガスの規制事

務に係る公安委員会に通報

をすること。 

４７ ［略］ 

４８ ［略］ 

４９ ［略］ 

５０ ［略］ 

５１ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

     
 

  

［略］ 
 

［略］ 
 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

  

   附 則 

 この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 



 

 

さいたま市訓令第６号 

   さいたま市職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令 

 さいたま市職員安全衛生管理規程（平成１３年さいたま市訓令第７号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

総括安全衛生管理者 総括安全衛生管理者 

箇所 名称 
充てる

者の職 

総括安全

衛生管理

代理者に

充てる者

の職 

 ［略］ 

３ 保健衛生局市

立病院 

 ［略］ 

４ 保健衛生局保

健所（同局健

康科学研究セ

ンターを含む

。以下同じ。

） 

 ［略］ 

５ 子ども未来局

子ども家庭総

合センター（

保健衛生局保

健部こころの

健康センター

を含む。以下

同じ。） 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

箇所 名称 
充てる

者の職 

総括安全

衛生管理

代理者に

充てる者

の職 

 ［略］ 

３ 保健福祉局市

立病院 

 ［略］ 

４ 保健福祉局保

健所（同局健

康科学研究セ

ンターを含む

。以下同じ。

） 

 ［略］ 

５ 子ども未来局

子ども家庭総

合センター（

保健福祉局保

健部こころの

健康センター

を含む。以下

同じ。） 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

  

別表第３（第６条関係） 別表第３（第６条関係） 

衛生管理者 衛生管理者 

箇所 名称 

 ［略］ 

保健衛生局市立病院  ［略］ 

箇所 名称 

 ［略］ 

保健福祉局市立病院  ［略］ 



 

 

保健衛生局保健所  ［略］ 

 ［略］ 
 

保健福祉局保健所  ［略］ 

 ［略］ 
 

  

別表第５（第８条関係） 別表第５（第８条関係） 

衛生推進者 衛生推進者 

箇所 名称 充てる者の職 

 ［略］ 

保健衛生局保健部

高等看護学院 

 ［略］ 

保健衛生局保健部
思い出の里市営霊
園事務所 

 ［略］ 

保健衛生局保健部
食肉衛生検査所 

 ［略］ 

保健衛生局保健部
こころの健康セン

ター 

 ［略］ 

保健衛生局保健部

動物愛護ふれあい
センター 

 ［略］ 

福祉局障害福祉部
障害者更生相談セ
ンター 

 ［略］ 

福祉局障害福祉部
障害者総合支援セ

ンター 

 ［略］ 

子ども未来局子育

て未来部保育課に
置かれる保育園 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

箇所 名称 充てる者の職 

 ［略］   

保健福祉局保健部

高等看護学院 

 ［略］ 

保健福祉局保健部

思い出の里市営霊
園事務所 

 ［略］ 

保健福祉局保健部
食肉衛生検査所 

 ［略］ 

保健福祉局保健部
こころの健康セン
ター 

 ［略］ 

保健福祉局保健部
動物愛護ふれあい

センター 

 ［略］ 

保健福祉局福祉部

障害者更生相談セ
ンター 

 ［略］ 

保健福祉局福祉部
障害者総合支援セ
ンター 

 ［略］ 

子ども未来局幼児
未来部保育課に置

かれる保育園 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

  

別表第６（第９条関係） 別表第６（第９条関係） 

産業医 産業医 

箇所   名称 

 ［略］ 

保健衛生局市立病院  ［略］ 

保健衛生局保健所  ［略］ 

 ［略］ 
 

箇所 名称 

 ［略］ 

保健福祉局市立病院  ［略］ 

保健福祉局保健所  ［略］ 

 ［略］ 
 

  

別表第７（第１０条関係） 別表第７（第１０条関係） 

作業主任者 作業主任者 

箇所 名称 職務 

保健衛生局市立病
院 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

箇所 名称 職務 

保健福祉局市立病
院 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

 

別表第８（第１１条関係） 

 

別表第８（第１１条関係） 



 

 

安全衛生委員会 安全衛生委員会 

箇所 名称 委員構成 庶務担当 

 ［略］ 

保健衛生局

市立病院 

 ［略］ 

保健衛生局

保健所 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

箇所 名称 委員構成 庶務担当 

 ［略］ 

保健福祉局

市立病院 

 ［略］ 

保健福祉局

保健所 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

  

   附 則 

 この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 



 

 

さいたま市訓令第７号 

   さいたま市職員の勤務時間等に関する規程の一部を改正する訓令 

 さいたま市職員の勤務時間等に関する規程（平成１３年さいたま市訓令第５号）の

一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （勤務時間の割振り及び休憩時間）  （勤務時間の割振り及び休憩時間） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 前２項の規定にかかわらず、早出遅出勤務（

始業及び終業の時刻を、職員の柔軟な働き方に

資するものとして、又は業務上の都合により、

あらかじめ定められた特定の時刻とする勤務時

間の割振りによる勤務をいう。）を行う職員に

ついては、別に定めるところにより勤務時間の

割振り及び休憩時間を定めることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、育児、介護、障

害又は業務上の都合により早出遅出勤務（始業

及び終業の時刻を、職員が育児若しくは介護を

行うためのものとして、若しくは職員の障害の

特性等に応じて、又は業務上の都合により、あ

らかじめ定められた特定の時刻とする勤務時間

の割振りによる勤務をいう。）を行う職員につ

いては、別に定めるところにより勤務時間の割

振り及び休憩時間を定めることができる。 

  

   附 則 

 この訓令は、令和５年５月８日から施行する。 


